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４
．

会
員

の
入

会

会
員

の
入

会
を

申
し

込
む

と
き

は
、
「

共
済

会
入

会
申

込
書

」
（

様
式

第
２

号
）
に

必
要

事
項

を
記

入
し

、
申

し
込

む
月

の
25

日
ま

で
に

共
済

会
へ

提
出

し
て

く
だ

さ
い

。

【
記

入
項

目
の

説
明

】

記
入

例
を

参
考

に
、

次
の

と
お

り
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

事
業

所
番

号
事

業
所

番
号

を
必

ず
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

氏
名

フ
リ

ガ
ナ

も
必

ず
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

印
入

会
者

は
、

１
枚

目
と

３
枚

目
に

押
印

し
て

く
だ

さ
い

。

性
別

該
当

す
る

箇
所

に
レレ

印
を

付
け

て
く

だ
さ

い
。

生
年

月
日

必
ず

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

入
会

年
月

日

入
会

し
た

年
月

日
を

必
ず

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

※
入

会
し

た
月

の
在

籍
日

数
（

注
1
）

が
10

日
未

満
の

場
合

は
、

掛
金

開
始

は
翌

月
と

な
り

ま
す

。

職
名

コ
ー

ド
職

名
コ

ー
ド

表
（

P
3
8
参

照
）
か

ら
該

当
す

る
番

号
を

記
入

し
て

く
だ

さ

い
。

申
込

時
の

給
与

月
額

本
俸

＋
特

殊
業

務
手

当
の

合
計

額
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

（
P
1
1
参

照
）

（
注

１
）
在

籍
日

数
と

は
、
籍

の
あ

っ
た

日
数

の
こ

と
で

あ
り

、
休

日
や

欠
勤

日
な

ど
も

含
ん

だ
日

数
で

す
。

※
新

規
事

業
所

の
場

合
、

事
業

所
番

号
は

記
入

不
要

で
す

。

※
入

会
し

て
1
0
日

未
満

で
退

職
す

る
場

合
、
共

済
会

員
退

会
届

兼
退

職
給

付
金

請
求

書
で

は
な

く
、
入

会
申

込
書

の
取

り
消

し
で

対
応

し
ま

す
。

（
入

会
申

込
書

の
事

業
所

控
え

に
｢
入

会
取

消
｣
と

記
し

て
事

務
局

宛
て

に
F
A
X
す

る
。

）

加
入

資
格

は
…

事
業

主
（

共
済

会
に

加
入

す
る

）
に

使
用

さ
れ

る
有

給
常

勤
職

員
で

あ
っ

て
、

事
業

主
お

よ
び

共

済
会

が
入

会
を

承
認

し
た

方
［

運
営

規
程

第
２

条
］

こ
こ

で
い

う
「

有
給

常
勤

職
員

」
と

は
、

次
の

い
ず

れ
か

に
該

当
す

る
も

の
と

し
ま

す
。

①
雇

用
期

間
に

定
め

の
な

い
職

員
（

い
わ

ゆ
る

正
規

職
員

）

②
一

定
の

雇
用

期
間

を
定

め
て

使
用

さ
れ

る
職

員
で

、
労

働
時

間
が

就
業

規
則

で
定

め
る

正
規

職
員

の
所

定
労

働
時

間
の

３
分

の
２

以
上

の
職

員

（
非

常
勤

職
員

、
嘱

託
、
パ

ー
ト

の
名

称
で

呼
ば

れ
る

も
の

や
技

能
実

習
生

等
を

含
み

ま
す

。
）

–
9
–



〔〔例例〕〕  

１ 所定労働時間の３分の２以上とは… 

事業所の就業規則で定める正規職員の１日の所定労働時間が８時間、週 40 時

間の場合 

→40 時間 × ２／３ ≒ 26.66 時間 

（日によって勤務時間が変わる場合は、一週間をならした所定労働時間の３分の

２以上の職員が加入対象） 

正規職員

40 時間

26.66 時間

30 時間

25 時間

パート職員等

２／３

例１（１日６時間×週５日）

１）
例２（１日５時間×週５日）

１）

事業所の就業規則で

定める正規職員の所

定労働時間（１週間）

上記の２／３

２／３以上のため、加入
対象となります。

２／３未満のため、加入
対象となりません。

１週間

２２ 給給与与月月額額ににつついいてて

（1）給与月額は、標準給与の等級および月額を算定する基礎となるものであり、

以下に掲げた①の本俸のほかに、②の特殊業務手当を加算した額をいいます。

①① 本本俸俸…俸給表に定める格付本俸

②② 特特殊殊業業務務手手当当…職務の複雑、困難若しくは責任の度又は勤労の強度、勤務

時間、勤務環境その他の勤務条件が、同じ職務の等級に属している他の職種

に比較して著しく相違しているため、①の俸給を調整する主旨で支給される

手当です。国家公務員給与法の俸給の調整額に相当します。

※福祉･介護職員の処遇改善に係る加算（福祉･介護職員処遇改善臨時特例

交付金、介護職員処遇改善支援補助金）を含みます。

・いずれも、給与規程で支給条項が明記されていることが必要です。

・支給の趣旨が①と②に記した内容に合致する手当であれば、その名称

は問いません。

・また、下記のような手当は上記に含まれませんので注意してください。

（2）日給月給制の職員の本俸月額は、実際の勤務日数にかかわらず、月に 21 日勤

務したこととし、次の算出により得た額とします。

〔勤務形態が正規職員と同じ職員（１日８時間週 40 時間）〕

・日給（本俸に相当する額で交通費等を含まない額）が 7,000 円の職員の場合

→7,000 円（日給）×21 日＝147,000 円

・時給が 700 円で１日８時間勤務の職員の場合

→700 円（時給）×８時間（１日の労働時間）×21 日＝117,600 円

〔勤務形態が個別の雇用契約による職員〕

・日給（本俸に相当する額で交通費等を含まない額）が 7,000 円で週４日勤務の職員の場

合

→7,000 円×４／５日（週５日にならした日給）×21 日＝117,600 円

・時給が 700 円で１日７時間週４日勤務の職員の場合

→700 円（時給）×７時間（１日の労働時間）×４／５日（週５日にならした日給）

×21 日＝82,320 円

本俸月額算出例

ア．従事した回数等をもとに支給額が決められる 特特殊殊勤勤務務手手当当

イ．管理、監督の地位にある職員に対して支給される 管管理理職職手手当当

ウ．地域における賃金、物価水準等を勘案して支給される 調調整整手手当当

エ．取得した資格に対して支給される 資資格格手手当当

オ．その他 通通勤勤手手当当、、住住居居手手当当、、扶扶養養手手当当等等

該
当
し
ま
せ
ん

–10–



〔〔例例〕〕

１ 所定労働時間の３分の２以上とは…

事業所の就業規則で定める正規職員の１日の所定労働時間が８時間、週 40 時

間の場合

→40 時間 × ２／３ ≒ 26.66 時間

（日によって勤務時間が変わる場合は、一週間をならした所定労働時間の３分の

２以上の職員が加入対象）

正規職員

40 時間

26.66 時間

30 時間

25 時間

パート職員等

２／３

例１（１日６時間×週５日）

１）
例２（１日５時間×週５日）

１）

事業所の就業規則で

定める正規職員の所

定労働時間（１週間）

上記の２／３

２／３以上のため、加入
対象となります。

２／３未満のため、加入
対象となりません。

１週間

２２  給給与与月月額額ににつついいてて  

（1）給与月額は、標準給与の等級および月額を算定する基礎となるものであり、

以下に掲げた①の本俸のほかに、②の特殊業務手当を加算した額をいいます。 

①① 本本俸俸…俸給表に定める格付本俸

②② 特特殊殊業業務務手手当当…職務の複雑、困難若しくは責任の度又は勤労の強度、勤務

時間、勤務環境その他の勤務条件が、同じ職務の等級に属している他の職種

に比較して著しく相違しているため、①の俸給を調整する主旨で支給される

手当です。国家公務員給与法の俸給の調整額に相当します。 

※福祉･介護職員の処遇改善に係る加算（福祉･介護職員処遇改善臨時特例  

交付金、介護職員処遇改善支援補助金）を含みます。 

・いずれも、給与規程で支給条項が明記されていることが必要です。 

・支給の趣旨が①と②に記した内容に合致する手当であれば、その名称 

は問いません。 

・また、下記のような手当は上記に含まれませんので注意してください。 

（2）日給月給制の職員の本俸月額は、実際の勤務日数にかかわらず、月に 21 日勤

務したこととし、次の算出により得た額とします。 

  〔勤務形態が正規職員と同じ職員（１日８時間週 40 時間）〕 

・日給（本俸に相当する額で交通費等を含まない額）が 7,000 円の職員の場合 

→7,000 円（日給）×21 日＝147,000 円 

・時給が 700 円で１日８時間勤務の職員の場合 

→700 円（時給）×８時間（１日の労働時間）×21 日＝117,600 円 

〔勤務形態が個別の雇用契約による職員〕 

・日給（本俸に相当する額で交通費等を含まない額）が 7,000 円で週４日勤務の職員の場

合 

→7,000 円×４／５日（週５日にならした日給）×21 日＝117,600 円 

・時給が 700 円で１日７時間週４日勤務の職員の場合 

→700 円（時給）×７時間（１日の労働時間）×４／５日（週５日にならした日給）

×21 日＝82,320 円 

本俸月額算出例

ア．従事した回数等をもとに支給額が決められる 特特殊殊勤勤務務手手当当

イ．管理、監督の地位にある職員に対して支給される 管管理理職職手手当当

ウ．地域における賃金、物価水準等を勘案して支給される 調調整整手手当当

エ．取得した資格に対して支給される 資資格格手手当当

オ．その他 通通勤勤手手当当、、住住居居手手当当、、扶扶養養手手当当等等

該
当
し
ま
せ
ん
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ⅢⅢ  ココーードド一一覧覧表表  

１．事業主・職名コード 

事業主コード 職名コード 

社会福祉法人 10 

一般・公益財団法人 20 

一般・公益社団法人 30 

宗教法人 40 

個人 50 

ＮＰＯ法人 60 

その他 90 

施設長 10 

副施設長 11 

指導員 20 

生活相談員 25 

保育士 30 

介護職員 35 

医師 40 

看護師・保健師 45 

訓練指導員 50 

栄養士 60 

調理員 65 

事務職員 70 

介助員 80 

ホームヘルパー 85 

ケアマネージャー  86 

団体職員・その他  90 

２．事業所コード

保保護護施施設設

救護施設 1111
更生施設 1122
就労支援施設（保護） 1133
婦人保護施設 1144
その他 1199

児児童童福福祉祉施施設設

乳児院 2211
母子生活支援施設 2222
保育所・認定こども園 2233
児童養護施設 2244
障害児入所施設 2255
障害児通所支援 2266
児童心理治療施設 2277
その他 3399

高高齢齢者者福福祉祉施施設設

養護老人ホーム 5511
特別養護老人ホーム 5522
軽費老人ホーム（ケアハウス） 5533
デイサービスセンター 5544
地域包括･在宅介護支援センター 5555
グループホーム（高齢） 5566
その他 5599

身身体体障障害害者者福福祉祉施施設設

グループホーム等（身体） 6611
就労支援施設（身体） 6622
障害者支援施設（身体） 6633
相談支援事業所等（身体） 6644
その他 6699

精精神神障障害害者者福福祉祉施施設設

就労支援施設（精神） 7711
グループホーム等（精神） 7722
その他 7799

知知的的障障害害者者福福祉祉施施設設

障害者支援施設（知的） 8811
就労支援施設（知的） 8822
グループホーム等（知的） 8833
相談支援事業所等（知的） 8844
その他 8899

そそのの他他社社会会福福祉祉施施設設等等

社会福祉協議会 9911
シルバー人材センター 9922
団体 9933
その他 9999

–38–




